
大 手 前 大 学 論 集 第16号(2015)pp.37-53

サービス国際取引をめ ぐる方法論の諸相 研究レビュー

大 沼 穣

要 旨

本稿 は分岐しつつあるサービス直接投資論 の諸相 を提示する。EU各 国の直接投資

残高 を被説明変数としたKoxら(2004)、 同時方程式モデルを用いてモー ド1と モー

ド3の 関係 を検証 しようとしたVisintinとRubalcaba(2010)は 貿易 ・投資補完説 の

立場 に立 った。アメリカと146力 国間 ・イギリス と11力 国間のモー ド4と 他モー ドと

の関連を検証 したJansenとPiermartini(2004)は モー ド4と 直接投資フローの相 関

を見出 した。Resmini(2013)は サービス業のEU対 内直接投資 を地域 レベ ルで捉 え

ることによって外資系EU進 出サービス企業の立地決定要因を分析 した。 しか しモー

ド3の 含意が、直接投資残高、直接投資 フロー、海外子会社か らの輸 出入な どと異

なった り、直接投資 フローを外資系企業新規進出件数で読み替 えるな ど問題 点 も多

い。直接投資 ・FATS(海 外子会社貿易統計)な ど経済統計 と、後 で登場 したモー ド

3と いう貿易交渉用語の境界が曖昧なことは議論 を錯綜 させ るため、サービス直接投

資論への回帰 と彫琢が課題であろう。

キーワー ド 直接投資、サービス国際取引、モー ド3

1序

サービスが進化 ・多様化 し国境 を越 えた取引が活発になっているが、サービスの国

際取引はその特質上統計的把握が難 しい。サービス国際取引についてさまざまな計量

的接近 がなされて きたが、変幻 自在なサー ビス商 品は直接投 資論では捉 え きれず、

サー ビス直接投資 もサービス国際取引の1つ のモー ドとみなすサー ビス貿易論 に包摂

されてい くのであろうか。

サービスの国際取引の態様(モ ー ド)に ついて確認 してお くと、GATS(サ ー ビス
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貿易に関する一般協定)第1条 による4分 類は以下の通 りである(図 表1-1)。

モー ド1は 越境取引(crossbordersupply)、 た とえば海外 か らの電話サービス ・

電子商取引な どサー ビスの越境、モー ド2は 国外消費(consumptionabroad)、 たと

えば運輸 ・観光 ・留学など消費者が別の国 ・地域にサービスを受 けに行 くもの、モー

ド3は 商業拠点の越境(commercialpresence)、 事業者が他の国 ・地域に現地法人 ・

現地支店な ど拠点を設けてサー ビスを提供するサービス直接投資、モー ド4は 人の移

動(presenceofnaturalpersons)、 た とえば外国人アーティス ト・技術者 ・コンサル

タン トなどを招聰 した りする ものである。

本稿 は分岐しつつあるサービス直接投資論の諸相を示す もの として2.3.で モー ド

3と モー ド1の 相関、4.で モー ド3と モー ド4の 相関、5.で 地域別直接投資 フロー

を問 うもの を取 り上 げ、モ ー ド3を 測 定す る方法 さえ統一 をみていない現状の レ

ビューを行 った。

サー ビス直接投 資論停滞の背景 には、分類 の連続性 に生 じた困難 もあると思 われ

る。下記 は米国の例 であ るが、ITを 用いたサービスの多様化 によってサービス産業

分類は大 きく変化 した(図 表1-2)。

また各サービス産業 はさまざまなモー ドで国際取引 を行 う。図表1-3はWTOが 示

した各産業 を海外子 会社貿易統計(ForeignAffiliateTradeStatistics,FATS)上 、

モー ド分類する推奨基準いわば早見表である。2つ のモー ドにかかわる場合は どち ら

かのモー ドかモー ドの重複 として分類す る。事情 に よっては大 まか な分類(表 中の

○)だ けで も可能である。以上 に留意 して図表1-3を 見る と、モー ド3を 通 じて海外

展 開する産業はこのように他の供給モー ドと複合することが多い。列挙すれば下記の
ユ

ようになる。なおモー ドなしは旅行、政府購入 となっている。

モー ド3+モ ー ド1

輸 送(旅 客 、貨物 、郵 送)、 保 険、金 融、 知 的財産権 、 流通

モー ド3+モ ー ド1+モ ー ド4

情 報 通信 、他 の ビジネス サー ビス 、文化 ・娯 楽

モー ド3+モ ー ド4

建 設

1ち なみに直接投資統計では把握できないがモー ド3(商 業拠点の越境)で 把握できるものとして、

本邦企業が海外で現地生産のうえ非居住者に財 ・サービスを販売 した り、外資系企業が日本で

サービス ・財を生産し日本の居住者が購入 したりする事例が挙げられる。IMFの 国際収支統計

ではサービス貿易は或る国の居住者 ・非居住者間の取引として記録するため、上記はそれぞれ日

本の輸出 ・輸入にはカウントされない。
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図表1-1サ ー ビスの国際取引の態様
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図表1-2サ ー ビス産業分類の変化(米 ・経済分析局の例)

○ は当該年の分類

1992年

分 類

1997年

分 類

2001年

分 類
2006年 分類

0 0 0 Travel

0 0 0 Passengerfares

0 0 0 Othertransportation

0 0 0 Royaltiesandlicensefees

0 0 0 Otherprivateservices

0 0 0 Education

0 0 Financialservices

0 0 0 Insuranceservices

0 0 0 Telecommunications

0 0 Business,professional,andtechnicalservices

0 0 Computerandinformationservices

0 Managementandconsultingservices

0 Researchanddevelopmentandtestingservices

0 0 Operationalleasing

0 0 Otherbusiness,professional,andtechnicalservices

Accounting,auditing,andbookkeepingservices.

Advertising

Architectural,engineering,andothertechnicalservices

ConstructionIndustrialengineering

Installation,maintenance,andrepairofequipment

Legalservices

0 0 0 Medicalservices

MiningSportsandperformingarts

Trade-relatedservicesTrainingsOther

0 0 0 Otherservices.

0 0 0 Filmandtelevisiontaperentals

0 0 0 Other

出典Jensen(2011200-201)
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図表1-3モ ー ド3と 他 モー ドの複合

産 業 分 類

(○ 大分類)

対応するモード分類

1 2 3 4 1+4 2+4 3+4

OManufacturingserv.onphysicalinputsownedbyothers ● ●

OMaintenanceandrepairservicesn.i.e. ● ●

OTransport ● ●

Passenger ● ●

Freight ● ●

Postandcourierservices ● ●

Other ●

Serv.todomesticcarriersinforeignports

(andvice-versa)
● ●

Other ● ●

OTravel ●

Goods

Localtransportservices

Accommodationservices

Food-servingservices

Otherservices

OConstruction ● ●

Goods

Services ●

OInsuranceandpensionservices ● ●

OFinancialservices ● ●

OChargesfortheuseofintellectualpropertyn.i.e.29 ● ●

OTelecommunications,computerandinformationservices ● ●

Telecommunicationsservices ●

Computerservices ●

Informationservices ●

OOtherbusinessservices ● ●

Researchanddevelopmentservices ●

Professionalandmanagementconsultingservices ●

Technical,trade-relatedandotherbusinessservices ●

Architectural,engineering,scientificandother

technicalservices
●

Wastetreatmentandde-pollution,agriculturaland
● の ●

mmmgservices
●

Wastetreatmentandde-pollution ● ●

Servicesincidentaltoagriculture,forestry

andfishing
● ● ●

Servicesincidentaltomining,andoilandgas
,

extraction
● ● ●

Operationalleasingservices ●

Trade-relatedservices ●

Otherbusinessservices,n.i.e. ●

OPersonal,culturalandrecreationalservices ● ●

Governmentgoodsandservicesn.i.e

ODistribution(wholesale,retailtrade)services ● ●

WTO(201053)よ り筆者 が抽 出整 理
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図表1-4ア メ リカへのサービス供給モー ド

% %

モー ド1 16.2 モー ド4 0.5

モー ド2 10.2 モ ー ド1+4 5.7

モー ド3 66.7 モ ー ド3+4 0.1

Maueretal.(2011)Chart7

図 表1-5世 界 の サ ー ビ ス 供 給 モ ー ド

1997 $bilion % 世界GDP比

モー ド1 890 41.0 3.1

モー ド2 430 ・ ・ 1.5

モー ド3 820 37.8 2.9

モー ド4 30 1.4 0.1

計 2170 100.0 7.5

Karsenty(1999:54)

モー ド3

製造業、保全修理

各 モ ー ドの比 率 につ い てMaureretal.(2011)は ア メ リ カへ のサ ー ビス供 給 の各
2

モー ドの内訳を図表1-4の ように推計 した。図表1-5は1997年 の世界推計であるがモー

ド3が 突出する。

昨今では各モー ドの相 関について重力モデルを用 いた統計的研究が進んでいる。貿

易 による重力モデルは、ニュー トンの万有引力の法則に由来 してお り、

Tij=A×Yi×Yj/Dij

で表 される。

Aは 定数、Tijはi国j国 の 間の貿易額、Yiはi国 のGDP、Yjはj国 のGDP、Dij

は2国 間の距離である。つ まり他の条件が同じなら、いかなる2国 間の貿易額 もその
ヨ

2国 の 積 に比例 し、そ の2国 間の距離 とと もに減少 す る。

重 力 モ デ ル を直接 投 資 に用 い た もの と して、Lennon(2008)の シ ンプル な 定式 化

が ある。

ln(FDIij)=βo+β11n(YZ)+β21n(Y;)+β31n(Dish,)+βzZ+μ ガ

2Lejour(2008)に よれば世界サービス貿易に占めるモード3の 割合は57%で あった。

3ポ ール ・R.クルーグマ ン、モーリス ・オブズフェル ド(2014)『 クルーグマンの国際経済学 上

巻(貿 易編)理 論 と政策』山本章子訳 丸善出版17ペ ージ
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図表1-6EU輸 出額 ・対外直接投資残高に占める域内シェア(EU27か 国)

EU域 内比率
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Eurostatよ り筆 者計 算

こ こでFDIijは1・J国 間の直接 投 資 フロー、Yi・Yjは1・J国 のGDP(の 積)、

Distijは1・J国 の距離、Zは 他の変数、βo～β、は係数、μijは誤差項 となる。

また重力モデルを用いた研究では直接投資 と貿易が代替的か補完的か という古典的

な論点 も議論 されている。これに関連 してEUの デー タか ら、図表1-6に 商品貿易 と

サービス貿易、製造業 ・直接投資残高 とサービス業 ・直接投資残高のEU域 内比率の

推移を図示 した。貿易 と投資は合算で きないため、財 とサービスそれぞれにおける選

好比率を示 さないが、製造業 とサービス業の特性 を示唆するものである。財(製 造業)

では工場建設 ・企業買収 によって生産 をEU域 内で行 う比率 よりも輸出をEU域 内向

けに行 う比率が高い。サービスでは輸出をEU域 内向けに行 う比率 よりもEU域 内に

拠点を設立 してサービスを行 う比率が高い。
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2「 貿易 ・投資」代替説の否定

Koxら(2004)は2006年 の 「EUサ ービス指令」導入がサービス貿易 ・投 資にもた

らす効果 を測定 したが、その過程で重力 モデルに基 づ きEU各 国の直接投 資残高

(1998年 、全産業)を 被説明変数 とした回帰分析 を行 った。

式 と変数は以下の通 りである。

ln(FDIガ)=βo+β11n(GL)∫)Z)+β21n(GDP;)+β31n(DISC;)+β41n(五 α〃〃)+

β5PMRガ+β61n(Hi)+a7RDIi+β8RDIブ+βgΣkHET琳+

β10REG/1+β11RE(ij2+Q12REGi+ε が

FDI:直 接 投資、GDP:GDP、DIS:距 離 、Lan:言 語 的距離、

H:サ ービス部門生産性、HET:EU2国 間の政策異質性、REGI:企 業者活動の障壁、

REGZ:直 接投資規制、REG3:生 産物市場規制、RDI:R&D集 約 度(対GDP)、

PMR:生 産物市場の規制(資 本供給国)

産業別直接投資統計 はフロー ・残高 ともに1国 ベース しか存 在 しないので、EU

サービス指令で 「影響 を受けない産業への影響 を取 り除 くためにウェイ ト付 け」(p.

53)、 つま り全産業 ・二国間ベースのデータか ら該当するサービス部門の按分、を行 っ

ている。

全ての対象年の全ての二国間についての貿易や投資の説明要因を回帰するとダミー

変数が増えて(165～170)自 由度 を失 う。そのためKoxら は 「あ りうる未観 察の変

数をパ ラメータ抜 きに説明す る」ため平均 か らの偏差(DeviationfromtheMean,

DM)を 考察 したという。二国間の貿易額 についてDM算 出方法 は以下の通 り。輸入

額 は或る輸入国か ら見た輸入元各 国か らの輸入額の平均値 との差額に変換 される(輸

入方程式)。 輸出額 は或る輸出国か ら見た輸 出先各 国への輸出額の平均値 との差額 に
4

変換 される(輸 出方程式)。 さまざまな二国間の貿易 ・投資額 はDMに よって 「互い

に独立で同一の分布 に従 う」ランダムな誤差項 として統計処理 される。

モー ド1と モー ド3の 相関については、最小二乗法で回帰すれば 「貿易 と投資の明

白な障壁」 を示す変数が正で有意とな り、貿易障壁が多 くなると代わ りに直接投資が

選 ばれることを示す結果(p.57)が 示 され るものの、特定の国々の組合せ効果 を考

4投 資額についてDM算 出方法は以下のようになろう。対内投資額は或る投資受入国から見た投

資送出し各国か らの対内投資額の平均値 との差額に変換される(対 内投資方程式)。 対外投資額

は或る投資送出し国か ら見た投資受け入れ各国への対外投資額の平均値 との差額に変換される

(対外投資方程式)。
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図表2EU二 国間直接投資(対 内直接投資残高、1998)の 説明要因

DM法 に基づく 「見かけ上無関係な回帰」

被説明変数:二 国間直接投資(残 高)

供給国変数 受入国変数
供給国変数

+受入国ダミー

受入国変数

+供給国ダミー

lnGDP(供) 0.70***0.95***

(0.08)(0.09)

lnGDP(受) 0.67***0.74***

(0.06)(0.06)
ln距 離 一〇

.61***-0.61***-1.08-1.08***

(0.11)(0.11)(0.13)(0.13)
≡ 臨言五
口 口口

一〇
.35***-0.35***-0.15-0.15

(0.14)(0.14)(0.14)(0.14)
lnサ ー ビス部 門生産 性 0.05***0.05***

(供) (o.ol>(o.ol>
開業の行政上の障壁 0,310,310,480.48

(0.47)(0.47)(0.44)(0.44)
競争に対する障壁 一2

.08***-2.08-3.28***-3.28***

(0.82)(0.82)(0.84)(0.84)
規制と行政上の透明さ 一〇

.69-0.69-0.89-0.89

(0.56)(0.56)(0.56)(0.56)
国家の コン トロー ル 一1

.91***-1.91-1.43**-1.43**

(0.78)(0.78)(0.77)(0.77)
貿易投資の明示的障壁 一〇

.15-0.150.300.30

(0.43)(0.43)(0.54)(0.54)
生産要素の規制水準 一〇

.71***-0.87***

(供) (0.16)(0.18)
起業への障壁(受) 一〇

.10-0.21

(0.13)(0.13)
直接投資規制指数 一9

.39***-8.27***

(受) (1.39)(1.42)
定数 0.070.31受 入 国 供給 国

(0.ll)(0。11)ダ ミ ー ダ ミー

観測数 260260195195

修正済み決定係数 0,630,470,660.47

代案としての採択 NoNoNoYes

*有 意 水準10%
、**有 意水 準5%、***有 意水準1%、(

(供)は 資本供 給 国、(受)は 資本 受入 国 の略記 。

Koxet.aL(2004:58)

)内 は標準誤差

慮 したDM法 で回帰すれば有意ではなくな り

できない という(p.59)。

(図表2)「 貿易 ・投資」代替説 は支持

44



サービス国際取引をめぐる方法論の諸相 研究レビュー

3「 貿易 ・投資」補完説

一モー ド3「 直接投資残高」「海外子会社所得」とする見解

VisintinとRubalcaba(2010)は 同時方程式モデルを用いて、モー ド1と モー ド3

の関係 を検証 しようとした(左 下線 ・被説明変数、右 ・説明変数)。 貿易 ・直接投 資 ・

海外所得 はいずれ もNACE分 類F～Uに 該当するサー ビス部門 儂 林水産業 ・製造

業 ・エネルギー以外)で ある。

(1)

(2)

(3)

貿易 と

海外所得 と

直接投資 と

直接投資+重 力変数(GDP、 二国間距離な ど)

貿易+直 接投資

貿易+重 力変数(GDP、 二国間距離など)

これ らに対応する式 と変数はそれぞれ以下の通 りである。

InITz,t=α1+aiInGRAVz,t+YiInZITz;t+δ11n四)窃,+oガ,… 式(1)

InINCZ,t=α3+ψln∫ 丁 碗+λlnFD窃,+£ijt… 式(2)

InFL)身,=α2+a21nGRAV『ijt+γ21Z"鰯+δ2∫ 丁 碗+レ 〃,… 式(3)

IT:貿 易額、FDI:直 接 投資額、INC:海 外所得、GRAV:重 力 変数(ベ ク トル)、

ZzT:貿 易関連操作変数(ベ ク トル)、ZFDI:規 制 関連操作変数(ベ ク トル)。

なお貿 易額 とはt年 にi国 か らj国 へ のサー ビス輸 出額(OECDデ ー タ)、 直接投

資額 とはt年 にi国 企業がj国 に保有す る残高(Eurostatデ ータ)、海外所得額 とはt

年 にi国 籍 の企業がj国 内で生み出す所得(Eurostatデ ータ)で ある。データの期 間

は2000年 ～2007年 、サ ンプル数は輸出国側 ・資本供給国側が世界36ヶ 国、輸入国側 ・

資本受入国側が世界65ヶ 国である。

GRAVijtは 重力変数のベク トルであ り、GDP、dist(2国 の首都問の距離)の 他に、

以下の拡張 されたダ ミー変数を含 む。

lang

ad;

eu

prod;;

2国 が言語 を共有す るか どうか(言 語 一 表3-1参 照、以下同じ)

2国 が国境 を接するか どうか(国 境隣接性)

2国 双方がEU加 盟国か どうか(EU加 盟)

OECDデ ー タによる対象国の生産性(生 産性)

操作変数ZITは 貿易変数のベク トルであ り、以下の変数 を含む。
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表3-1サ ービス貿易額の説明要因一直接投資の影響

被説明変数:サ ービス貿易額

2段 階最小二乗法 制限情報最尤法 不均一分散2段 階

(2SLS) (LIME) 最小二乗法(H2SLS)

直接投資 0.169***0.176***0.152***

1国GDP 0.488***0.480***0.501***

J国GDP 0.689***0.684***0.705***

両国距離 一〇
.609***-0.603***-0.650***

雪 言五口 口口 0.760***0.746**0.739**

国境隣接性 0.218*0.2150.154

EU加 盟 一〇.213*-0.215-0.271

1国生産性 一〇
.017-0.032-0.009

J国 生産性 0.218*0.2260.214

操作 rer 0.0030.0030,014

変数 Corr 0.493***0.483**0.501**

ZIT prodhet
一〇
.016-0.014-0.025

rerhet 一〇.001-0.001-0.011

P値,過 小識別 0.0000.0010,001

Fstat,弱 い 識 別 8.0665.3805,380

P値,過 剰識別 0.0890.3390,337

観測数 412412412

*有 意 水 準10%
、**有 意 水 準5%、***有 意 水 準1%、()内 は標 準 誤 差

注(2SLS)two-stageleastsquares、(LIML)LimitedInformationmaximum

likelihood.(H2SLS)heteroscedastictwo-stageleastsquare

Visintinet.al.(2010:16)

rer

Corr

実質為 替 レー トrealexchangerate

輸 入 国の汚 職指 数indexofcorruptionoftheimportercountry

prodhet生 産 性 の 異 質 性 指 数productivityheterogeneityindex

rerhet単 位 労 働 コ ス ト に 基 づ く二 国 間 実 質 為 替 レ ー ト

realexchangeratebasedonunitlabourcostbetweenthetwodifferentcountries

表3-1か ら或 る国への直接投 資残高が同国へのサービス輸出に及ぼす影響 について

みると、式(1)の直接投資残高の係数はいずれの場合 も正で有意である。サービス輸 出

の対数 と直接投資残高の対数の弾力性 は約0.16で 、或る国のサービス部門企業が他 国

に展開す ればす る程、或る国の他国へ の輸出 も増加す ることを意味 し、「換言すれば

モー ド3が サービス提供のため用い られる程に、モー ド1を 通 じた供給 も増え」 この

2つ のサー ビス供給モ ー ド間の正の関連(positiverelation)の 存在 を示す とい う。
5

ここでモー ド3と みなされているのは直接投資残高である。

5操 作 変 数(instruments)に つ い て は 、Visintin,Rubalcabaに よれ ば、 過 小 識 別 テ ス トの 帰 無 仮

説 「操 作 変 数 が 直 接 投 資 と相 関 しな い 」 はP値1111～0.001と な り棄 却 され る。 過 剰 識 別 テ ス

トの 帰 無 仮 説 「操 作 変 数 が 有 効 で あ る 」 はP値0.337～0.339と な る場 合 は 棄 却 され な い。10以

上 で あ れ ば操 作 変 数 は 十 分 に強 い とい う弱 操 作 変 数 テ ス トで は5.380～8.066で 強 い とは 言 え な

い、 とい う ○
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図表3-2サ ービス部門在外所得額の説明要因

被説明変数:海 外子会社の所得

固定効果 変量効果

貿易

直接投資

0.323***

0.539***

0.355***

0.583***

ハ ウ ス マ ン テ ス トchi2(2)=2.10;probO.350

観 測 数
***有 意 水 準1%

Visintinet.al.(2010:17)

882 882

図表3-2は 式(2)によって貿易や投資のサービス部門在外所得額への影響 を示す もの

であるが、自国企業の海外子会社の所得は、過去の投資と現在の同国への輸出額に明

確 に依存することを示 し、符号は正で有意である。固定効果 と変量効果の 「2つ の事

例で近い値 をとることに注意せねばな らない。そのため特定の国での海外子会社の所

得 は、その国のサービス部門への輸出額に正の影響 を受ける と断言で きる。換言すれ

ばモー ド1と モー ド3に は正の関連(relation)が ある。」 とい う 「貿易 ・投資」補完

説 となっている。 ここでモー ド3と みなされているのは海外子会社の所得である。

4「 国際労働力移動 ・投資」補完説

一モー ド3「 海外子会社の輸出入」とする見解

WTO(世 界 貿易機構1)のJansenとPiermartini(2004)は 重力 モデル に基づ き、

アメリカ と146力 国間 ・イギリスと11力 国間のモー ド4と 他モー ドとの関連 を検証 し

てい る。説明変数M4は2000年 のサー ビス供給者の移動 である(図 表4-1)。GDP、

1人 当た りGDPは 世界銀行"WorldDevelopmentIndicators"2001年 よ り、距離 は

2国 の首都 問の距離、輸 出入データは2001年 、直接投資(フ ロー)は1999～2001年 の

平均値である。検証 は以下の項 目について行われているが、紙幅の関係上、直接投資

関連4項 目のみ掲載 した。モー ド3と みなされているのは商業拠点(海 外子会社)か

らの輸 出入であ り、詳細 なデー タの得 られるアメリカに限定されている。

図表4-1被 説 明変数(太 字)一 覧(Jansenら2004に よ る)

貿 易(財)

米デ ー タ

輸入(原 表4) モー ド1(国 際供給)

米 ・英 デ ー タ

輸入(原 表10)

輸出(原 表5) 輸出(原 表ll)

直接投 資(フ ロー)

米 ・英デ ー タ

対内投資(原 表6) 図表4-2 モー ド2(国 外 消 費)

米 ・英 デ ー タ

輸入(原 表12)

対外投資(原 表7) 図表4-3 輸出(原 表13)

モー ド3(商 業拠 点)

米デ ー タ

輸入(原 表8) 図表4-4

輸出(原 表9) 図表4-5
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式 と変数は以下の通 りである。

InM;ニaO+allnY,+azlnd;+a3border+a46π9+a5island+a61andlock+

a7yern;十a81nM4;十aglnJケ 十 εj

6

Mj:米 のJ国 か ら の 輸 入(輸 出)、Yj:J国 のGDP(PPP表 示)、

dj:米(英)よ りJ国 ま で の 距 離 、border:米 の 隣 接 国 ダ ミ ー 、

eng:共 通 言 語(英 語)ダ ミー 、island:島 国 ダ ミー 、landlock:内 陸 国 ダ ミ ー 、

remj:遠 隔 性(GDPで 加 重 平 均 され た 距 離)、M4j:米 とJ国 の 二 国 間 の モ ー ド4、

yj:1人 当 た りGDP、 εj:誤 差 項

図表4-2・4-3で はモー ド4と 直接投資 フローの関係が検討 され、米データを補完す

るため、英国データによるUKダ ミーが設 けられた。直接投資に とって距離 が有意

ではない結果 となっている。

まず図表4-2は 対内FDIフ ローをモー ド4に 回帰 した ものであるが、列Vで モー ド

4を 加 えるとモー ド4は10%水 準で有意、GDPは 有意でな くな り、両者 の関連を示

してい る。商品貿易一原表4・5一 においてはつねに有意であった、GDPを はずす

とモー ド4は1%水 準で有意 となった。モー ド4を 削除した列IVとGDPを 削除 した

列VIを 比較すると列VIの 決定係数が0.02だ け高い。

つ ぎに図表4-3は 対外FDIフ ローをモー ド4に 回帰 したものであるが、モー ド4を

入れる と列Vで 決定係数は0.08増 えGDPは 有意でな くなるので、GDPを 除外すると

決定係数 は増加する。～皿列で1人 当た りGDPの 代 わ りに汚職指標 を入れる と有意 と

なるが決定係数は下がる。モー ド4は つねに正の符号であ り1%か5%水 準で有意で

あった。対外FDIフ ロー をモー ド4に 回帰 した係数 の大 きさは、国際労働力移動 と

対外直接投資 フローの相関を示す。

図表4-4、4-5は 多国籍企業 を通 じたサービス貿易の回帰であ り、モー ド4は おおむ

ね有意 とはなっていない。 まず図表4-4で は、モー ド4とGDP変 数はIV列 で多重共

線性が生 じてお り、V列 でGDP変 数を削 除す るとモー ド4は 正で有 意 となるので、

米へ より多 くの人々がサー ビス供給のため移動すると、海外商業拠点を通 じたサービ

ス輸入 も増えることを示 している。つ ぎに図表4-5で はVI列 でモー ド4の 係数は負で

有意 とな り、米へ より多 くの人々がサー ビス供給のため移動すると、海外商業拠点を

通 じたサービス輸出は減少することを示す。

著者 らは一連の分析か ら、モー ド4が 自由化 されて10%増 加すると米英の直接投資

6明 記 されていないが引用部分の場合は対外対内投資額(フ ロー)と 思われる。
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図表4-2モ ー ド4自 由化の影響(1)

被説明変数 「対 内FDIフ ロー」(米 英)

1 IIIII IV V vl

InGDP

英 国 ダ ミー

ln1人 当た りGDP

ln距 離

英語

InMode4

観測 数

修正 済 み決 定係数

1.07***

(3.43)
-3.23***

(-3.08)

36
0.27

0.93***0.90***

(4.12)(3.90)
-1.66**-1.59*

(-2.07)(-1.96)
2.66***2.68***

(5.66)(5.66)
1

(-0.82)

3636
0,620.62

0.90***

(3.89)
-1.81**

(-2.10)
2.52***

(4.92)
-0.37

(-0.81)
1

(o.so>

36
0.62

0.33

(0.88)
-1.60*

(-1.88)
3.14***

(5.26)
-0.50

(-1.ol>
-0.40

(-0.50)
1:1

(1.83)
36
0.64

一1
.29

(-1.67)

3.40***

(6.66)

-0
.52

(-1.19)

1

(-1.11)

1.11***

(4.37)

36

0.64

*有 意水 準10%
、**有 意水準5%、***有 意 水準1%、()内 はt値

Jansenet.al.(2004:16)

図 表4-3モ ー ド4自 由 化 の 影 響(2)

被説明変数 「対外FDIフ ロー」(米 英)

1 IIIIIIV v VI vll vlll

InGDP

英 国 ダ ミー

ln1人 当た りGDP

ln汚 職 指数

ln距 離

英語

InMode4

観 測数

修正 済 み決 定係 数

0.51***

(2.87)
-0.60

(-0.87)

51

0.11

0.53***0.56***0.56***

(3.32)(3.42)(3.45)
-0.32-0.40-0.68

(-0.53)(-0.64)(-1.09)
1.11***1.09***0.95***

(3.85)(3.77)(3.22)

-0.35-0.31

(-0.94)(-0.86)
1.03

(1.72)

515151

0,310,310.33

一〇 .03

(-0.11)

-0 .64

(-1.og)

1.33***

(4.21)

-0 .43

(-1.23)

-0 .02

(-o.02>

0.71**

(2.55)

51

0.41

1.・

(-1.15)

1.31***

(4.58)

-0 .43

(-1.25)

-0 .02

(-0.04)

0.68***

(4.51)

51

0.42

一〇 .43

(-0.70)

1.20*

(1.83)

0.29

(0.19)

-0 .53

(-1.44)

-0 .17

(-0.25)

0.69***

(3.98)

48

0.40

一〇 .51

(-o.so>

2.70***

(3.81)

-0 .52

(-1.37)

-0 .04

(-0.06)

0.61***

(3.52)

48

0.37

*有意水準10%
、**有 意水準5%、***有 意水準1%、()内 はt値

Jansenet.al.(2004:17)

は 流 入が8%・ 流 出が7%増 加 す る。 ち なみ に米 英 のモ ー ド1の 増 加 は輸入 を4.7%・

輸 出 を2.9%、 米 の商 品 貿易 の 増加 は輸入 を3%・ 輸 出 を1.8～2.7%増 加 させ る、 と

結 論 して い る。

一49一



大手前大学論集 第16号(2015)

図表4-4モ ー ド4自 由化の影響(3)

被説明変数 「モ ー ド3 を通じたサービス輸入」(米国)

1 II III IV V VI VII

InGDP 0.99*** 0.90*** 0.91*** 0.65 1.16***

(3.46) (3.20) (3.20) (1.44) (3.77)
lnl人 当た りGDP 2.67*** 2.46*** 2.48*** 2.67*** 2.74*** 1.43

(6.12) (5.56) (5.51) (5.14) (5.42) (1.63)
ln汚 職指数 3.18* 4.80***

(1.75) (3.89)
ln距 離 一〇

.76
一〇
.77

一〇
.72

一〇
.77

一〇
.50

一1
.05

(-1.59) (-1.56) (-1.42) (-1.51) (-0.95) (-1.65)
英語 0.43

(0.60)
InMode4 0.35 0.73** 0.45

(0.76) (2.75) (1.50)
観測数 28 28 28 28 28 25 25

修正済み決定係数 0.60 0.62 0.61 1.1 0.59 0.67 0.48

*有 意 水 準10%
、**有 意 水 準5%、***有 意 水 準1%、(

Jansenetal.(2004:18)

)内 はt値

図表4-5モ ー ド4自 由化の影響(4)

被説明変数 「モ ー ド3を 通 じたサ ー ビス輸 出」 (米国)

1 IIIII IV V VI

InGDP

ln1人 当た りGDP

ln汚 職 指数

ln距 離

英語

InMode4

観測 数

修正 済 み決定 係数

0.56***

(3.82)
1.15***

(5.53)

28
1

0.52***0.50***

(3.67)(3.63)
1.02***1.04***

(4.81)(5.08)

-0.44-0.41*

(-1.86)(-1.77)
0.59

(1.66)

2828

0,610.66

0.73***

(3.55)
0.84***

(3.54)

-0.43*

(-1.90)
1.06***

(2.24)
-0.36

(-1.49)
28

0.66

0.85***

(3.64)
0.93***

(1.78)
0.20

(o.ao>
-0.23

(-0.89)
1.09***

(2.03)
-0.36

(-1.38)
25

0.69

1.00***

1.73***

(3.31)
-0.35

(-1.35)
1.09***

(1.92)
-0.57***

(-2.31)
25

0.65

*有 意 水 準10%
、**有 意 水 準5%、***有 意 水 準1%、(

Jansenet.al.(2004:19)

)内 はt値
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5サ ービス直接投資の決定要因一進出企業数としての直接投資論

先 に挙 げた研究 とは視点が異 なるが、Resmini(2013)は サー ビス業のEU対 内直

接投資を地域 レベルで捉 えることによって外資系EU進 出サー ビス企業の立地決定要

因を分析 した。 しか し直接投 資の地域別 デー タはないため、NUTS2(EU地 域統計

分類単位 の第2水 準)に よる269地 域 の外資系新規進出子会社数 をもって地域別直接

投資 フローに近似 させている(p.161)。 時期 は1997～2007(1999～2001、2001～2003、

2005～2007の 三期に区分)で ある。

FDI;,-t=aY+ailogGDPpcYt+a210gMKTPOT,-t+/3310gAREA,一+β410gMANπ

+a510gAGGLOM,一+/3610gRESTR;+/3710gPRODSER;+aglogEU15,一

+at+偽+ε ン。'

FDI;Y:j産 業 ・r地 域 ・t時 期 の 直 接 投 資(フ ロ ー)、GDPpc,-t:1人 当 た りGDP、

MKTPOTrt:市 場 潜 在 力 、AREAr:地 域 、MAN,.t:製 造 業 特 化 度 、AGGLOM,.:集 積 、

RESTR;規 制 産 業 、PRODSER;:生 産 者 サ ー ビ ス ダ ミー 、EUI5,.:西 欧 ダ ミー 、

⇔。,:誤 差 項

図表5サ ービス業対内直接投資の決定要因

被説明変数:サ ービス業対内直接投資

全体EU域 外iEU域 内

1人 当た りGDP 1.01***0.89***1.08***

(0.078)(0.006)(0.081)
市場潜在力 0.22***0.110.26***

(0.055)(0.086)(0.057)
地域 0.20***0.10**0.24***

(0.031)(0.046)(0.032)
製造業 一〇

.07-0.13-0.09*

(0.047)(0.083)(0.048)
集積 0,020,010.03

(0.049)(0.070)(0.050)
EU15 一〇

.76***-0.51***-0.92***

(0.080)(0.123)(0.080)
規制産業 一〇

.74***-0.88***-0.75***

(0.040)(0.057)(0.041)
生産者サービス 1.04***0.88***1.07***

(0.036)(0.048)(0.037)
定数 一14

.44***-12.20***-15.55***

(0.651)(0.901)(0.680)
ハ ウスマ ン ・テス ト 379.85***379.5***441.67***

対数尤度 一17697 .30-9381.44-16173.98

観測数 830577338305

*有 意水 準10%
、**有 意水準5%、***有 意 水準1%、(

全 体の 回帰 は時 間 ダ ミー と部 門 固有 の ダ ミー含 む

Resmini(2013:171)

)は 標準誤差
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変数のうちAREAはkm2で 表 した地域のサイズ、MANは 地域 シェア/EUシ ェア

で表 した製造業特化度、AGGLOMは 人口30万 以上の都市のある(人 口密度300/km2

以上 または150～300/km2の)地 域 ダミー変数、PRODSERは 生産者サービスダミー

で消費者サービス と対比する。

図表5は その分析の一例であるが、外資系サービス企業の投資、 さらに域外 から ・

域 内か らに区分 した主な結果である。1人 当た りGDPが 高い水準な ら外資系サービ

ス企業の対 内投資に正の効果があ り、サービス直接投資の水平的特徴 と地域市場の重

要性を裏付 ける。集積力 は重要 とはいえない。製造業変数の負の係数は、外資系サー

ビス企業は産業内スピルオーバーを活用するため、製造業ではな く他のサー ビス業 に

近接を好むことを示す。直接投資フロー を規制で回帰すると係数は負で有意、生産者

サー ビスの係数は正で有意であった。また表の結果 は域外資本であれ域内資本であれ

立地決定要 因に大 きな差がない ことを示 している。

6お わ りに

以上瞥見 したサービス国際取引をめ ぐる研究にも改善の余地は残る。

2.は 前述 のようにEUサ ービス指令で 「影響 を受けない産業へ の影響 を取 り除 く

ためにウェイ ト付け」(つ ま り全産業 ・二国間ベースのデー タか ら該 当するサー ビス

部 門の按分)を 行った とするが、製造業直接投資などを除外 してい く手続 きの詳細が

定かではない。

3.は サービス部門だけで直接投資 ・貿易 ・海外所得の うち2者 同士の関連 を分析

したものであるが、下記5.に 見 るような 「外資系サービス企業は産業内スピルオー

バーを活用するため、製造業ではな く他のサービス業に近接 を好 む」 という部門間の

連 関を考察する余地がない。

4.は モー ド4と のかかわ りでモー ド3を 取 り上 げ、補完 し合 うデータとして製造

業 を含 む直接投資 と海外子会社のサービス貿易の2つ をモー ド4に 回帰 した。よ り多

くのサー ビス供給者が移動すれば直接投資は対外対 内ともに増えるが、海外子会社の

サー ビス貿易では輸入は増えるが輸出は減 る結果が得 られたが、 この2つ のデー タが

補完 し合って何が言えるのかは明 らかではない。

5.は 外資系新規子会社数を以て対 内直接投資 フローの地域 別デー タに代 えるユ

ニークなものであるが、金額データは明 らかにならず件数ベースによる直接投資統計

となってお り、金額の大小は知るすべがない。

2.～4.は 直接投資 ・FATS(海 外子会社貿易統計)な ど経済統計 に対 して、後で登

場 したモー ド3と いうWTO貿 易交渉用語の境界が曖昧なことに起因す ると思われ、
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サー ビス直接投資論への回帰 と彫琢が求め られる。
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